
 

9 

第 2 章 本市農業の現状と課題 

１ 本市の概況 

(1) 本市の概要 

① 市制執行 明治２９年４月１日 

② 立地 

栃木県のほぼ中央，東京から北に約１００ｋｍの距離に位置し，東京圏

から東北・北海道方面に向かう国土の発展軸である「北東国土軸」と，

「北関東新産業東西軸」の結節点に位置する北関東の中枢拠点 

③ 面積 

県土の６.５％にあたる４１６.８５平方ｋｍとなっており，県内２５市

町のうち，日光市，那須塩原市，鹿沼市に次ぐ４番目に広い面積となっ

ています。 

④ 人口 
人口総数５１３,１９３人 

世帯数 ２３７，２３７世帯 (令和６年１月１日現在)  

⑤ 産業構造 

第１次産業 ０．４％ 

第２次産業３７．６％  

第３次産業６１．６％ 

※ 栃木県「市町村民経済計算(令和２年度)」 

⑥ 交通 
南北の主な交通：東北新幹線，東北自動車道 など 

東西の主な交通：北関東自動車道，ライトライン(＊) など 

⑦ 地勢 

広大で肥沃な関東平野のほぼ北端に位置し，市域北部は丘陵地帯が連な

り，北部から東部にかけて鬼怒川が貫流し，中央部には田川が流れてい

ます。 

⑧ 気候 
・年間平均気温１４．９℃(令和３年) 

・年間日照時間２，１００時間（令和３年） 

⑨ その他 
・市内５箇所の産業団地を中心に，食品関連企業が立地 

・青果品，水産品を取り扱う「中央卸売市場」が立地 

＊ 令和５年８月２６日に宇都宮駅東口から田園地帯を通り，芳賀町の芳賀・高根沢工業団

地までの１４．６ｋｍを結ぶ次世代型路面電車「ライトライン」が開業 

 

              田園地帯を走るライトライン 
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(2) 人口と世帯数 

   宇都宮市は，平成１９年に上河内町及び河内町と合併し，平成２０年に総人口５０万 

人を超えましたが，平成２０年をピークに減少に転じ，令和５年現在で５１．５万人とな

っています。世帯数は，長期的に増加傾向にあり平成２０年に２０万世帯を超え，令和５

年現在で２３．５万世帯となっています。 

   宇都宮市の将来の人口と世帯数の推計は，令和１７年時点で総人口４７９，９６３人・

世帯数２３６，６９３世帯，令和２７年時点で総人口４４３，２１６人・世帯数２２４，

２５０世帯と推計されています。長期的に増加傾向にあった世帯数についても，令和１

７年をピークに減少に転じることが見込まれています。 

 

 

 

 

 

  
出典：宇都宮市「オープンデータ(人口，世帯数の推移)」 
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2 本市農業に関するデータ 

（１）生産力 

① 農業者（人） 

ア 農家数と販売農家・自給的農家数 

本市の総農家数は減少傾向にあり，平成１２年から令和２年にかけて３９．４％ 

減少し，４，４２７戸となっています。本市は，総農家に占める販売農家の割合が高

く，県(６９．２％)と比較して４．１％高い７３．３％となっています。しかしなが

ら，平成１２年以降，販売農家割合は減少傾向にあり，自給的農家の割合が増加して

います。 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

総農家 7,302 6,696 6,141 5,218 4,427

販売農家 6,195 5,378 4,757 3,905 3,247

自給的農家 1,107 1,318 1,384 1,313 1,180

販売農家(％) 84.8％ 80.3％ 77.5％ 74.8％ 73.3％

自給的農家(％) 15.2％ 19.7％ 22.5％ 25.2％ 26.7％

出典：農林水産省「農林業センサス」 

 

イ 農業経営体 

農業経営体数は，平成１９年に上河内町及び河内町と合併し４，８１０経営体とな

りましたが，その後，減少に転じ，令和２年は，３，３３２経営体となっています。

法人経営体数６６経営体は，農業経営体の２．０％となりますが，全国(２．９％)と

比較すると低い割合となっています。 

 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

農業経営体数 3,958 4,810 3,970 3,332

うち法人 34 40 47 66

法人化率(％) 0.9％ 0.8％ 1.2％ 2.0％

  出典：農林水産省「農林業センサス」 

 

ウ 認定農業者と集落営農 

認定農業者数は，平成２７年に７４２経営体から令和４年には７７３経営体とな

り，３１経営体増加しています。総農家数に占める認定農業者数の割合は，平成２７

年は１４．２％，令和２年には１７．３％と増加しており，農業経営の目標に向けて，

自らの創意工夫に基づき経営の改善に取り組む農業者が増えています。 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

認定農業者 742 748 762 766 777 765 762 773

うち新規 86 38 30 23 34 39 25 28

割合 14.2％ ― ― ― ― 17.3％ ― ― 

認定新規就農者 12 15 15 13 13 12 18 17

集落営農数 17 15 19 19 26 26 25 29

うち法人数 0 0 0 0 3 3 3 3

 出典：（認定農業者・認定新規就農者）市農業企画課調べ  

（集落営農数）農林水産省「集落営農実態調調査」 
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エ 新規就農者数・５年以内の後継者の確保状況別経営体数 

平成２２年以降，本市の新規就農者数は，毎年２０名程度が新規就農しています

が，本市の農業経営体は平成２７年から令和２年に６３８経営体が減少しており，1

年あたり１２７経営体が減少しています。新規就農者の多くは，農業者の親族による

経営継承と考えられるＵターン(青年３９歳以下)となっています。 

また，５年以内に農業経営を引き継ぐ予定がない農業経営体は１１２経営体，５年

以内に農業を引き継ぐ後継者を確保している農業経営体は５３６経営体，確保して

いない農業経営体は２，６８４経営体となっており，８０．５％が後継者を確保して

いない状況にあります。 

 

 

出典：市農業企画課調べ 

 

＜後継者の確保状況＞ 

 
５年以内に農業を引き継ぐ

予定がない 

５年以内に農業を引き継ぐ

後継者を確保している 
確保していない 

経営体数 112 536 2,684 

割合 3.4％ 16.1％ 80.5% 

出典：農林水産省「農林業センサス(R2)」 
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   オ 企業参入の状況 

     農業参入企業数は，園芸品目を中心に増加しており，地域農業や農地の担い手と

しての役割を担っています。 

 

 H29 R4 

認定農業者の

うち企業数※ 
31 65 

   ※会社法に基づく会社（株式会社，有限会社，合同会社，合資会社，合名会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規就農者の集い 
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② 農地 

ア 農地の概況 

     農業振興地域は２４，４８１ha となっており，農用地区域が１０，１８１ha，農

用地区域外が１４，３００ha となっています。 

 

   【都市計画法と農業振興地域整備計画による区分面積】 

  

市内総面積

42,685ha 

市街化区域   

9,341ha 
  

市街化調整区域 農業振興地域 

32,344ha 

24,481ha 

農用地区域（青地） 農用地区域外（白地）

10,181ha 14,300ha 

出典：市農業企画課調べ 

 

 

【農業振興地域の利用区分（R5.12.31）】 

      農  用  地 
農業用 

施設用地 

混牧 

林地 

左以外の

山林原野
その他区分 総面積

（ha）
田 畑 樹園地

採草 

放牧地 

現 

 

況 

農 業 振 興 地 域 24,481.0 11,977.9 8,831.9 2,350.6 757.4 38.0 56.7 ― 2,133.1 10,313.3

 農 用 地 区 域 10,181.5 10,018.6 8,390.7 1,251.5 367.0 9.4 22.5 ― 91.3 49.1

 農振白地地域 14,299.5 1,959.3 441.2 1,099.1 390.4 28.6 34.2 ― 2,041.8 10,264.2

 

 

 

 

 

 

 

] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地 うち生産緑地 

422ha（R4） 1.14ha（R4） 
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イ 経営耕地面積 

令和２年の経営耕地面積は，９，４７２ha，うち田８，３４４ha(８８．１％)，畑

８３０ha(８．８％)，樹園地２９９ha(３．２％)となっており，経営耕地面積の大部

分を田が占めています。 

平成１７年１０，８７２ha から令和２年９，４７２ha と１，４００ha 減少して，

平成１７年からの５年間では，４２７ha(４．３％)減少し，年８５．４ha が減少し

ています。地目別に見ると，平成１７年から令和２年にかけて，田１，０２０ha（１

１%），畑２３２ha（２２%），樹園地１４７ha（３３%）が減少しています。 

平成１７年から令和２年の面積の減少率は低く抑えられているものの，田は３１

８ha，畑は７４ha，樹園地は３５ha が減少し，過去５年間では年あたり田６３．６

ha，畑１４．８ha，樹園地７ha が減少しています。 

経営体あたりの経営耕地面積は，県と比較して，田（２７０．８a）及び，樹園地

（１１３．６a）は大きくなっていますが，畑（５６．９a）は小さくなっています。 

 

出典：農林水産省「農林業センサス」 

 

＜経営体あたりの経営耕地面積＞ 

 耕作地面積 田 畑 樹園地 

宇都宮市 286.1a 270.8a 56.9a 113.6a

栃木県 293.2a 258.9a 93.5a 75.8a

 出典：農林水産省「農林業センサス(R2)」
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ウ 遊休農地 

本市の荒廃農地※面積は，平成２７年まで上昇傾向にあったものの，その後，減 

少傾向に転じ，平成２９年以降は横ばいとなっています。 

平成２７年以降の上昇と平成２９年までの減少は，田のＡ分類（再生利用が可能 

な荒廃農地）及びＢ分類（再生利用が困難と見込まれる荒廃農地）の増減が主な要因

となっています。 

畑の荒廃農地面積は平成２５年以降，横ばいであり，令和３年度の荒廃農地面積は 

５４．９ha となっており，Ａ分類３６．４ha（６６．３％），Ｂ分類１８．５ha（３

３．７％）となっています。 

農林水産省が公表している全国の荒廃農地面積（令和２年１１月３０日）は，荒 

廃農地２８．２万 ha のうちＡ分類が９．０万 ha（３１．９％），Ｂ分類が１９．２

万 ha（６８．１％）となっており，宇都宮市は全国的な傾向と比較して，Ｂ分類（再

生利用が困難と見込まれる荒廃農地）の荒廃農地面積の割合が低くなっています。 

     ※ 「荒廃農地調査」が農地法に基づく「農地利用状況調査」に統合され，農地の

区分が「１号遊休農地（現在耕作されていない農地）」・「２号遊休農地（周辺の

農地と比較し，著しく劣っていると認められる農地）」・「再生利用が困難な農地（農

業利用が見込まれない農地）」に統一 

 

出典：市農業委員会「荒廃農地調査」 

 

 

＜宇都宮市の遊休農地の面積(R4)＞ 

単位：ha 

※緑区分・・・草刈り等により，直ちに耕作することが可能となる農地 

※黄区分・・・直ちに耕作することができず，基盤整備などが必要となる農地 

                     出典：市農業委員会「農地利用状況調査」 

 

  

１号遊休農地 
２号遊休農地 

再生利用が 

困難な農地 緑区分※ 黄区分※ 

31.7 24.3 ―  ― 
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エ 担い手等への農地集積率  

本市の認定農業者等への農地集積率は，平成３０年以降上昇しており，農用地面

積の減少と，認定農業者等の自己所有や借入地の面積の上昇により，令和４年には

５９．９％となっています。 

 

 

出典：市農業企画課調べ 

 

 

  

出展：地域計画策定マニュアル 

地域計画の話し合い 集積・集約のイメージ 
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③ 作物生産 

ア 作物類別の作付経営体数と栽培面積 

販売目的の作物分類別作付経営体数は，稲２，５９８経営体（８８．７%），野菜類

６９４経営体（２３．７％），果樹類２３３経営体（８．０％）となっており，作付・

栽培面積は，稲５，６４９ha（６８．３％），野菜類３３５ha（４．３％），果樹類２

７３ha（３．３％）となっており，稲作が盛んな地域となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     出典：農林水産省「農林業センサス(R2)」   
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イ 野菜類と果樹類の作付経営体数と栽培面積 

本市の販売目的の野菜類の作物別作付経営体数と作付面積は，ねぎ１７４経営体，

トマト１５２経営体(４２ha)，いちご１２３経営体(３３ha)，たまねぎ１１８経営体

(１５ha)となっており，本市の主要な野菜類の生産品目となっています。 

果樹類の作物別作付経営体数と作付面積は，日本なし１０９経営体(１７６ha)， 

くり４０経営体(３４ha)，ぶどう２８経営体(１４ha)となっており，本市の主要な果

樹類の生産品目となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    出典：農林水産省「農林業センサス(R2)」   
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  ウ 水田における作付状況 

    主食用米の作付面積は，需要の減少により，平成２９年の５，６５５ha から，令和４

年度には４，５２２ha に減少しています。 

    一方で，飼料用米の作付面積は平成２９年の１，００８ha から令和４年度には１，８

０７ha に増加，麦も平成２９年の７８３ha から令和４年度には８５２ha に増加してお

り，主食用米からの作付転換が進んでいます。 

 

＜宇都宮市の水田における作物ごとの作付面積＞ 

                                       単位：ha 

 H29 R4 

主食用米 5,655 4,522 

飼料用米 1,008 1,807 

麦 783 852 

大豆 201 159 

露地野菜※ 53 74 

   ※産地交付金（県枠）の交付対象面積（露地野菜 18 種）を計上 

                        出典：市農業企画課調べ 

 

 

【市内で生産される主な農産物（ＪＡうつのみや主要取扱品目）】 

   ＪＡうつのみや管内では，米を基幹作物とし，園芸，花き，果樹，畜産など多岐にわた

り，４０を超える生産部会が組織され，安心・安全・美味しさにこだわった農産物が生

産されています。 

作物 
栽培面積

（ha） 

出荷量 

（t） 

生産額 

（百万円）
備考 

米 
3,818 14,737 2,333

主食用・加工用・備

蓄用・輸出用米 

小麦 388 1,230 21  

二条大麦 506 1,853 172  

大豆 153 262 21  

いちご 37 1,888 2,380  

トマト 26 2,455 691  

にら 9 228 134  

きゅうり 3 192 53  

アスパラガス 9.6 124 121  

たまねぎ 5.2 155 29  

梨 174 3,416 1,165  

ゆり 2.7 734 千本 193  

ばら 1.0 788 千本 84  

肥育牛 ‐ 395 頭 484  

子牛 ‐ 344 頭 221  

 出典：ＪＡうつのみや・宇梨農協調べ 
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【主なブランド農産物】 

豊富な生産量等により「農業王国うつのみや」のイメージにつながるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域性，スト―リー性等のある宇都宮ならではのもの 

 

 

 

 

 

 

 

「コシヒカリ」を中

心に，厳選されたコシ

ヒカリを集めた「みや

おとめ」や宇都宮大学

が育成した品種「ゆう

だい２１」など特色の

あるお米が生産されて

います。 

「とちおとめ」や

「とちあいか」を主力

に，大粒の「スカイベ

リー」や白いちご「ミ

ルキーベリー」，夏から

秋にかけて収穫される

「なつおとめ」も生産

されています。 

７・８月に収穫され

る「幸水」「豊水」か

ら，１１月の「にっこ

り」まで，様々な品種

の日本梨が生産されて

います。大玉の「にっ

こり」は，贈答用とし

ても人気があります。 

ビニールハウスで通

年生産されています。

冬から春にかけて栽培

されるトマトは甘味が

強く，夏から秋にかけ

ては，みずみずしさと

爽やかさがあるなど，

季節に応じた味わいの

特徴があります。 

「オリエンタルユ

リ」を中心に，「テッポ

ウユリ」，「スカシユ

リ」など７０を超える

品種が栽培されていま

す。高価格なものから

家庭向けなものまで，

多くの人が楽しめる品

揃えがあります。 

 

その他に，宮どんこ，みやおとめ，大谷夏いちご， 

宮ゆずなど，宇都宮ならではのものがあります。 

新里ねぎ みやおとめ
ブリッツエン米

宇都宮牛 
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エ 環境に配慮した農業生産の取組状況  

本市の環境に配慮した農業生産の取組状況は，“既に取り組んでいる”３７．

０％，“興味はあるが，取り組んでいない”３２．８％，“導入は考えていない”２

３．５％となっています。導入している環境負荷低減技術は，土壌診断による適正

施肥が７０．２％と最も多く，次いで，病害虫の発生抑制などによる減農薬３５．

５％，有機農業３３．３％となっています。今後，取り組んでみたい環境負荷低減

技術は，土壌診断などによる適正施肥３７．９％，病害虫の発生抑制などによる減

農薬３０．７％，有機農業３３．３％となっています。一方で，環境負荷低減技術

の導入を考えていない理由としては，“農薬を減らす等の努力はしているが，経営

の安定性を優先している(４６．２％)”，“経費がかかり収益向上につながらない

（４０．０％）”と収益性を挙げており，次いで，“手間がかかり労力が足りない

（３３．１％）”となっており，除草作業等の労働力不足を理由としています。 

 

 

 

 

 

 

出典：市「第３次宇都宮市食料・農業・農村基本計画策定に係る農業者アンケート(R4)」 
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出典：市「第３次宇都宮市食料・農業・農村基本計画策定に係る農業者アンケート(R4)」 
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オ スマート農業技術の取組状況 

本市のスマート農業技術の取組状況は，“既に取り組んでいる”１５．９％，“興味

はあるが取り組んでいない”３９．６％，“導入は考えていない”３９．９％となっ

ています。取り組んでいるスマート農業技術は，農業用ドローン６２．２％，栽培環

境モニタリング・環境制御システム２４．５％，経営・生産管理システム１４．３％

となっています。また，今後，取り組んでみたいスマート農業技術は，農業用ドロー

ン３６．０％，遠隔で操作する水管理システム２８．７％，経営・生産管理システム

２７．５％となっています。 

一方で，スマート農業技術の導入を考えていない理由は，“高齢であるため，これ

からスマート農業技術の導入は考えにくい”が５７．７％と最も高く，次いで，“経

営規模的にスマート農業技術の導入は向かない”４２．３％，“費用対効果がわから

ない”３３．７％となっています。高齢化し，後継者がいないことが設備投資を消極

的にさせるほか，スマート農業技術を導入する規模ではない小規模農家が多いこと

が要因と考えられます。 

 

 

 

 

出典：市「第３次宇都宮市食料・農業・農村基本計画策定に係る農業者アンケート(R4)」 
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 出典：市「第３次宇都宮市食料・農業・農村基本計画策定に係る農業者アンケート(R4)」 
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(2) 販売力 

ア 農業産出額 

本市の農業産出額は，平成３０年をピークに減少傾向にあり令和３年は１７７億

円となっています。県は，平成２６年以降，増加傾向にありましたが，平成２８年以

降は横ばいとなり，令和３年は２，６９３億円と減少しています。県の農業産出額に

占める本市の農業産出額の割合は，平成２６年から平成３０年までは７．０％以上と

なっていましたが，その後，割合は低下しており，令和３年は６．６％となっていま

す。 

類別の農業産出額(Ｒ３)を見ると，野菜５５．５億円(３１．３%)，米５０．５億

円(２８．５％)，鶏２３．５億円(１３．３％)，果実２１．３億円(１２．０％)と本

市の農業産出額に占める割合が高くなっています。 

 

 

 
出典：農林水産省「農林業センサス結果等を活用した推計結果」及び市農業企画課調べ 

 

 

＜類別の農業産出額(R3)＞ 

単位：億円 

類 農業産出額 類 農業産出額 類 農業産出額 

米 50.5 麦類 2.7 雑穀 0.1 

豆類 0.4 いも類 1.4 野菜 55.5 

果実 21.3 花き 6.0 工芸農作物 1.0 

その他作物 X 肉用牛 5.9 乳用牛 6.6 

豚 2.4 鶏 23.5 その他畜産物 - 

※ 「‐」事実のないもの 

※ 「X」個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため，統計数値を公表しない 

もの 

出典：農林水産省「農林業センサス結果等を活用した推計結果」及び市農業企画課調べ 
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イ 出荷先別経営体割合 

令和２年度の本市の出荷先別経営体割合は，農協への出荷が７３．６％と一番多

く，次いで，消費者に直接販売が１８．６％となっています。農協や卸売市場への出

荷が微減している一方で，農協以外への集出荷団体，小売業者，食品製造業・外食産

業に出荷する経営体の割合が微増しています。 

 

 

出典：農林水産省「農林業センサス」 

 

ウ 地産地消推進店 

令和４年の地産地消推進店（宇都宮産の農産物を販売，またはそれを使用した料理

を提供する店）の数は，小売店８１店舗，飲食店７６店舗が多く，合計１７４店・事

業者となっています。宇都宮駅近郊に集中して所在していますが，市内全域に地産地

消推進店は広がっています。 

 

＜令和４年 うつのみや地産地消推進店数＞ 

分類 店舗数・事業者数 

農産物直売所 １２ 

小売店 ８１ 

飲食店 ７６ 

宿泊施設 ４ 

食品加工事業者 １ 

    出典：市農林生産流通課調べ          
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(3) 地域力 

ア 地産地消の消費者の意向 

     宇都宮市民が宇都宮産農産物を積極的に購入したい割合は，平成２９年の７７．

４％から令和４年には８４．７％に増加しており，地産地消に関する市民の意識が

高まっています。 

 

 

 

出典：市政に関する世論調査 

 

 

イ 環境配慮にかかる消費者意向 

宇都宮市民が環境に配慮して生産された農産物を積極的に購入したい割合※は，令

和５年度の調査で８６．９％であり，市民の意識が高いことがわかっています。 

※令和５年度より新規に調査項目を設定 

 

 

ウ 多面的機能維持活動の状況 

多面的機能維持活動とは，農業農村の有する多面的機能の発揮を目的に，農地・ 

用排水路及び農道等の農業用施設の管理を通じて洪水防止，環境や景観の保全等，

様々な役割を維持向上するための活動です。これらの活動状況は，平成２９年６６組

織から令和４年６２組織と減少しています。活動面積も４，１４９ha から３，８８

５ha と減少しています。 

 

 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

活動組織数 

(組織) 
66 66 63 61 62 62

活動面積 

(ha) 
4,149 4,149 4,023 3,897 3,905 3,885

 

    出典：市農業企画課調べ 
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 ３ 本市農業の強み・弱み 

(1) 本市農業の強み 

◎  市場規模の大きさ 

 宇都宮市の人口は約５１万人（Ｒ４）となっており，市内に農産物を消費する大きな 

市場が存在します。 

 また，観光入込客数約１，１００万人（Ｒ４）と年間を通した豊富な観光消費があり 

ます。 

 多くの飲食店や小売店が存在し，農産物や農産加工品を消費する大きな市場がありま 

す。 

 

◎  確立された市内外への出荷体制 

 ＪＡうつのみやを中心とした集出荷体制が確立されています。 

（いちご，なし，トマト，アスパラガス，ニラ，玉ねぎ等） 

 多量の農産物を取扱う宇都宮市中央卸売市場が存在します。 

（取扱高（Ｒ４） 野菜：１６６億円，果実：１００億円） 

 

◎ 農業王国としての生産力と販売力 

 農産物を生産できる耕地面積が存在します。 

（田：８，３４４ｈａ，畑：８３０ｈａ，樹園地：２９９ｈａ） 

 農産物を生産する農業者が存在します。 

（総農家数：４，４２７戸，農業就業人口：６，１３３人） 

 １０年以上，新規就農者数約２０名を継続しています。 

 規模拡大意向を持つ農業者が一定数存在します。（５年後２４．５％） 

 温暖な気候により，米，野菜，果実，花き，畜産等，多様な作物を生産できる環境が

整っています。特に「いちご」や「トマト」，「梨」の生産量が多く，その他，「アスパ

ラガス」や「ねぎ」，「ニラ」の生産も盛んに行われています。 

 首都圏にアクセスしやすく，首都圏へ出荷しやすい環境が整っています。 

 

(2)本市農業の弱み 

◎ 生産力の減少傾向が継続 

 経営耕地面積は減少しており，遊休農地が増加することが懸念されます。 

（Ｈ１７→Ｒ２ 田：▲１１％，畑▲２２％，樹園地▲３３％） 

 十分な後継者が確保されていません。 

（５年以内の後継者の確保状況：確保していない ８０．６％） 

 農産物販売規模の小さな農業者が多くなっています。 

（販売なし１２．５％，３００万円未満６０．９％） 

 

◎ 宇都宮市としてのブランド力 

 水稲以外に豊富な園芸作物が生産されていますが，いちご等，県産としてのブランド

イメージは認知されているが，市独自のブランド力が不足しています。 

 トマトの生産量は多くなっていますが，市内産だけでは注文量に対応できない等，交

渉力のある大産地と言える品目までにはなっていません。 
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４  「第 2 次宇都宮市食料・農業・農村基本計画（後期）」の目標達成状況 

本市農業現状を踏まえ，第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画(後期計画)に掲げる

目標の達成状況を評価し，本市農業の課題を整理しました。 

 

「稼げる農業」実現プラン 

目標指標 H29 R4 実績値 R5 目標値 

a 農業所得 1,000 万円以上の認定農業者数 118 経営体 125 経営体 190 経営体

＜生産性向上プロジェクト＞ 

b 集落営農組織数 25 組織 30 組織 40 組織

c 担い手等への農地集積率 52.7％ 59.9% 80％

＜売れる農産物づくりプロジェクト＞ 

d 直売その他直販額 129 億円 99 億円 

（R3 年産） 

153 億円

・ 「農業所得 1,000 万円以上の認定農業者数」は，計画策定時より微増していますが，農

業物資材の高騰などの影響により，目標値を下回っています。（a） 

・ 組織化・法人化支援により，「集落営農組織数」は計画策定時より増加していますが，高

齢化等により，組織化の中心となる担い手の不足により，目標値を下回っています。（b） 

・ 「担い手等への農地集積率」は着実に上昇していますが，ほ場整備未実施の農地など，耕

作条件が悪く担い手が借り受けにくい農地が増えていることから，伸び悩んでいます。（c） 

・ 「直売その他直販額」は，新型コロナウィルス感染症の影響による外食需要の減に伴う

米価の下落や，野菜等の市場価格の低下により，農業産出額全体が減少していることに伴

い減少しており，目標値を下回っています。（d） 

 

 

「市民が支える農業・農村」確立プラン 

目標指標 H29 R4 実績値 R5 目標値 

a 宇都宮市の農業を大切にしたいと非常に思う市民の割合 29.6％ 39.1％ 50.0％

＜農の保全参画プロジェクト＞ 

b 農業振興地域農用地区域における環境保全活動カバー率 40.3％ 38.6％ 80％

＜宇都宮産農産物買い支えプロジェクト＞ 

c 宇都宮産農産物を積極的に購入する市民の割合 77.4％ 84.7％ 100％

・ 「農業振興地域農用地区域における環境保全活動カバー率」は，農業者の高齢化や地域

の保全活動に参加する人材の不足により，組織が活動を中止・縮小したことにより，目標

値を下回っています。（b） 

・ 地産地消の推進により購入できる場が拡大していることに加え，不安定な海外情勢によ

り食料の輸入依存リスクが顕在化したことに伴い，食の安全や地産地消に対する意識が向

上したものと考えられますが，目標値を下回っています。(a・b) 
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基本施策 

目標指標 H29 R4 実績値 R5 目標値 

①生産力 

a 農業所得 580 万円以上の認定農業者数 423 経営体 430 経営体 900 経営体

・ 「農業所得 580 万円以上の認定農業者数」は，計画策定時より横ばいであり，米価の下

落や農業物資材の高騰などの影響により，目標値を大きく下回っています。（a） 

 

【関連する施策事業の取組状況】 

［農業者（人）］ 

・ 農業者が減少する一方で，新規就農者や新たな認定農業者を一定確保しているもの

の，高齢化による離農や経営拡大を望まない農業者が認定を更新しないことなどより，

全体の認定農業者数は微増に留まっています。 

・ 集落営農組織数は着実に増加していますが，構成員の高齢化に伴い，組織経営や営

農の維持が課題となり，伸び悩んでいます。 

・ 規制緩和等を背景に企業参入は着実に進展してきていますが，必要な農地の確保が

課題となっています。 

 

［農地（基盤）］ 

・ ほ場整備率は高いものの，整備から時間が経っている水田が多く，現在の標準田区

（50a)と比べて，小さい区画（30a)の水田が多い状況です。 

・ 農地の集積は着実に進んでおり，１経営体当たりの耕作面積が増加しています。 

・ しかし，集積がある程度進んできたことで，集積されない農地の中に，耕作条件が悪

く借り受けにくい農地の割合が多くなっており，集積が停滞している状況です。 

・ 担い手が引き受けない農地への作付に対する支援や共同利用の機械導入支援などに

より，守り手・支え手が一定程度確保されています。 

 

［作物生産］ 

・ 水稲から麦等への転換は進んでいるものの，新たな設備投資や作業負荷に対する懸

念等により，施設園芸や露地園芸への転換が進んでいない状況です。 

・ 農業用ドローン等の普及は進んでいる一方で，初期投資が経営規模に合わず，費用

対効果が見込めないことがスマート農業の普及拡大に向けた課題となっています。 

 

［農業経営］ 

・ 農作物の価格転嫁が進まない中，光熱動力費や肥料費の高騰により生産コストが上

昇したことで，所得が減少しています。 
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目標指標 H29 R4 実績値 R5 目標値 

②販売力 

b 農業産出額 219 億円 177 億円 

（R3 年産） 

250 億円

・ 米麦・雑穀・野菜・花きの農業産出額は減少していますが，果実・畜産の農業産出額は増

加しています。 

・ 農業産出額に占める割合は，野菜，花き（高収益作物）が減少しています。 

・ 国全体でも農業産出額は減少していますが，米については，国の減少率を上回っていま

す。 

 

【関連する施策事業の取組状況】 

 ［流通・消費］ 

・ ＥＣ市場の拡大より，販路のニーズや選択肢は拡大しています。 

・ 地産地消に対する市民の意識は向上しています。 

 

 

目標指標 H29 R4 実績値 R5 目標値 

③地域力 

c 宇都宮の農業を大切にしたいと思う市民の割合 88.3％ 92.7％ 100％

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響や田んぼダムなどのグリーンインフラの取組によ 

り，農村や農地の持つ価値や魅力が再評価（田園回帰）されたことや不安定な海外情勢に

より食料の輸入依存リスクが顕在化したことなどが理由で食や農業の大切さに対する意識

が向上したものと考えられます。 

 

【関連する施策事業の取組状況】 

 ［農村地域］ 

・ 農業者の高齢化や地域の保全活動に参加する人材の不足により，活動組織が活動を

中止・縮小したことにより，地域の環境保全活動カバー率は低下しています。 

 

 

  
田んぼダム排水調整マス 田んぼダムマスの仕組み（断面図）
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５ 本市農業・農村の重点課題 

 

【農業者（人）】 

・ 農業者の減少・高齢化や耕作されない農地の増加が懸念される中，生産力を維持する

ためには，新規就農者の確保に加え，担い手の経営規模の拡大や大規模な担い手の確保

が必要です。 

・ また，良好な農村環境を守り，農村地域の活力を維持していくためには，「農地の守

り手・支え手」に加え，農業に関わる多様な農業人材の確保が必要です。 

 

 

【農地】 

・ 担い手の経営規模の拡大や企業参入など大規模な担い手を確保していくためには，

農地の集積・集約化や大区画化など効率的な生産基盤整備や農地の活用に取り組むこ

とが必要です。 

・ 耕作されない農地や遊休農地の増加が懸念される中，農地を維持していくために 

は，公益的な役割を果たす新たな引き受け手の確保が必要です。 

 

 

【作物生産】 

・ 担い手の農業所得の向上に向けては，市場ニーズに応じた作物の生産（需要が減少す

る水稲からの転換）や経営規模の拡大と合わせたスマート農業技術の導入等による省力

化に加え，環境負荷低減にも資する低コスト化の促進が必要です。 

 

 

【流通・消費】 

・ 農業所得の向上や市場競争力を高めていくためには，多様化する販路やニーズに対応

しながら，農業者自身が経営方針を明確にし，マーケティングやブランド戦略に基づい

た販路の多様化・拡大に取り組むことが必要です。 

・ 宇都宮産農産物の市内外の流通・消費を拡大にしていくためには，実需者や消費者ニ 

ーズに応じた生産流通体制を構築していくことが必要です。 

 

 

【農村地域】 

・ 良好な農村環境や農の多面的機能を維持していくためには，地域住民など，農業に関

わる多様な人材を確保し，地域活動の維持・活性化を図ることが必要です。 

・ 農村の活性化に向けて，農業・農村の魅力の発信等を通じて，交流人口を増加させる 

取組が必要です。 

・ 農業が持つ多面的機能を活用し，安全・安心なまちづくりに寄与するため，農地や水

利施設等を適切に保全管理していくことが必要です。 

 

 

 


